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 「『失われた 20 年』の構造的原因」（金榮
愨・深尾京司・牧野達治 経済研究（一橋





































一 一橋ビジネスレビュー Aug. 2010)は
ミクロ的な視点から日本企業の現状と問題
点を指摘している。日本企業は従来から続
けてきたレベルの高いものづくり能力を重
視し、付加価値創出能力が欠如していたこ
とが今日の低迷をもたらしたと考える。と
指摘する。太陽電池の実用化開発で先端を
走っていた日本企業がドイツなど欧米企業
に追いつかれてしまうなどの例からわかる
ように、新しい技術や製品を開発しても、
以前と比べ競合企業に対する優位性を長く
保てない状況になってきている。また薄型
テレビにしてもより高い技術を開発しても
消費者はある程度のレベルの品質、機能で
十分と考える。グローバル化が進む中、こ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
のような環境の変化に直面している日本企 
業に求められるものは、各顧客が製品に付
与する価値である｢顧客価値｣を意識し、既
存の顧客価値に低号する製品作り、新たな
顧客価値を創出する製品作りを行う必要が
あるという。 
 身体に例えると足先が痛いという人にと
って、この痛みを抑えることは大事であり、
痛み止めでその痛みが止まればほっとする。
しかしなぜ足先が痛いのか、その原因が足
の骨の異常なのか、脳に関係しているのか、
はたまた痛風という病気によるものなのか、
その適切な診断を下すことが真の治療への
早道である。痛み止めで痛みを抑えること
はその時はいいが、いつまでたっても健康
な状態にはならない。 
 同じように日本経済も、いま目に見えて
いる問題にのみ目を奪われ、対処療法を行
っていれば、いつまでたっても日本経済が
健全な成長を遂げ、世界経済の中で大きく
輝くことにはならない。それどころか、足
の痛み、手の痛みと痛み止めで抑えていく
うちに体全体がだめになるように、日本経
済そのものが衰退してしまうかもしれない。
そうならないためにも、日本経済を構造的
に捉え、それに対する政策を考えることが
望まれる。 
 
